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水第５号議案 横浜水道長期ビジョンの策定 

 

Ⅰ ビジョンの構成と議決範囲について 
 

  「議会基本条例」における議決対象となる計画の考え方 

市政の各分野における政策及び施策の基本的な方向を定める計画、指針等（当該計画、指針等の 

期間が３年以上のもののうち、市政運営上特に重要なものに限る。）の策定、変更又は廃止 

⇒本ビジョンは、将来にわたり持続可能な水道事業及び工業用水道事業の経営を行うた

めの基本的な取組の方向性を定めるものであるため、平成 28 年２月 17 日の常任委員会

での決定に基づき、議決の対象となります。 
 

議案として提案する部分は長期ビジョン本文のみとなり、図表や写真のほか、コラム、解説、

脚注などの補足説明の文章については、議決範囲外となります。 

議決範囲 議決範囲外 

第１章 横浜水道長期ビジョンの位置付け 

第２章 横浜水道の歩み 

第３章 将来の事業環境 

 １ 水道事業を取り巻く外部環境 

 ２ 水道局の内部環境 

第４章 目指す将来像 

 １ 基本理念 

 ２ 基本姿勢 

 ３ 各領域における将来の姿 

    将来の姿（住宅、地域、都市、広域、国際） 

第５章 取組の方向性   

 １ 安全で良質な水 

 ２ 災害に強い水道 

 ３ 環境にやさしい水道 

 ４ 充実した情報とサービス 

 ５ 国内外における社会貢献 

 ６ 持続可能な経営基盤 

図表、写真、 

コラム、解説、脚注など 

 

Ⅱ 横浜水道長期ビジョンの原案について 

１ 素案（修正案）からの主な変更点（冊子（原案）の下線部分） 

   これまで常任委員会には、昨年 12 月に素案を、また、２月 17 日には常任委員会やパブリッ

クコメントでいただいた御意見を反映させた素案（修正案）を御報告しました。 

今回の原案では、表記の統一や、より分かりやすい表現にするなどの修正を行いました。 

水道・交通委員会資料 

平成 28 年３月 16 日 

水 道 局 
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（1）人口の動向
・本市の人口は平成31年度にピークを迎え、以降減少に転じるとともに、高齢
　者人口や単独世帯の割合が増加すると推計されます。

（2）水需要の動向
・水需要は人口減少の影響などにより減少傾向が続き、47年度には100万㎥/日
　を下回ると推計しています。

（3）お客さまの生活様式の変化
・地域ごとの人口構成や再開発などによるまちの変化、ＩＣＴの進展などによ
　り、お客さまの生活様式や水の使い方の変化が想定されます。

（4）想定される自然災害
・首都圏に大きな被害をもたらすことが懸念されるマグニチュード７クラスの
　地震が今後30年間に発生する確率は、70％と予測されています。

（5）環境・エネルギー問題 ・21世紀の地球は更に温暖化が進行すると予測されています。

（6）国内の水道事業の状況
・中小規模の水道事業体は技術力不足により事業運営そのものが困難になる恐
　れがあり、厳しい状況が想定されます。

（7）海外の水事情
・世界では、いまだに７億人以上が安全な飲料水を継続的に利用できない状況
　にあり、引き続き先進国による技術支援が求められます。

（1）施設の課題
・高度経済成長期に建設した施設の老朽化が進みます。また、水需要が減少す
　ることにより、施設能力に余裕が発生する見込みです。

（2）財源の課題
・水道料金収入は平成13年度をピークに減少に転じ、人口減少社会の到来によ
　り、引き続き減少が続くと見込まれます。

（3）組織・人材の課題
・技術・ノウハウの継承のために様々な制度を構築して取り組んでいますが、
　今後はこれらを受け継ぐ世代の職員が少なくなることが予測されます。

１　水道事業を取り巻く外部環境

２ 水道局の内部環境

２ 原案の概要 

第１章 横浜水道長期ビジョンの位置付け 

本市が将来にわたり持続可能な水道事業と工業用水道事業の経営を行うために、20 年後か

ら 30 年後を見据えて、お客さまや事業に関わる皆さまと共有すべき将来像とその実現に向

けた取組の方向性を示すものです。 

 

第２章 横浜水道の歩み 

近代水道創設から今日までの本市の水道事業と工業用水道事業の歩みをまとめています。 

 

第３章 将来の事業環境 

水道事業と工業用水道事業を取り巻く将来の事業環境について記述しています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 目指す将来像 

将来の事業環境を見据えて、お客さまや事業に関わる皆さまと共有すべき将来像を描いて

います。 

１ 基本理念 

     「暮らしとまちの未来を支える横浜の水」 

 

２ 基本姿勢 

     「確かな信頼」・「多様な連携」・「果敢な挑戦」 
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取組の方向性　１ 安全で良質な水

取組の方向性　２ 災害に強い水道

取組の方向性　３ 環境にやさしい水道

　・温暖化対策が世界的な課題となる中で、環境負荷低減に取り組みます。

取組の方向性　４ 充実した情報とサービス

取組の方向性　５ 国内外における社会貢献

　・地方公営企業として、地域の課題や国内外の水道事業が抱える課題の解決に貢献します。

取組の方向性　６ 持続可能な経営基盤

　・「安全で良質な水をいつでも安定してお届けする」という水道事業の最大の使命を果たします。

　・大規模災害の発生時にも被害を最小限にとどめ、迅速に復旧できる強靭な水道システムを築きます。

　・お客さまが必要とする情報やサービスを提供し、水道事業に対する信頼の向上を図ります。

　・水道局に求められる責務を果たしていくため、不断の経営改革に取り組み、持続可能な事業運営を実現し
    ます。

領域
関係者

将来の姿

住　宅

地　域

地域住民、自治会

町内会、学校など

都　市

　市民、市内企業

　など

広　域

県内や国内の

水道事業体など

国　際

姉妹・友好都市、

新興国など

個々のお客さま

・安全で良質な水が安定的に供給されています。
・ＩＣＴを活用したお客さまサービスや十分な情報が提供されています。

・水道局は地域に根ざした身近な存在になっています。
・共助の取組が充実しているとともに、公助の取組への理解が深まっています。

・施設の効率的な更新・耐震化と適正な規模への見直しが着実に進められています。
・市内経済の活性化などに寄与するとともに、環境・エネルギー対策が推進されています。

・水源地域も含めた水源保全とともに、県域レベルなどでの広域的な取組が積極的に行わ
　れています。
・培ってきた技術力等を、国内水道事業の維持・発展や災害対策に生かしています。

・姉妹・友好都市等との都市間協力や、市内企業、横浜ウォーター株式会社との連携が進
　んでいます。

３ 各領域における将来の姿 

お客さまや水道事業に関わる方々が、それぞれの立場で将来をイメージしやすいように

５つの領域に分けて将来の姿を描いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 取組の方向性 

目指す将来像の実現に向けた６つの取組の方向性を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
























































































